
                                  資料１－１ 

      「みえ物品利活用方針」の改定について 

 

                        平成 28 年 3 月 16 日 

                        出 納 局 

         

 

「みえ物品利活用方針」に基づく３年間の取組の進展に合わせ、方針の一部

改定を行い、一層着実な利活用の推進を図ります。 

  

 

１．「みえ物品利活用方針」に基づく取組と検証 

  平成 24 年度の行政監査意見等を踏まえ、平成 26 年 1 月に「みえ物品利活

用方針」を策定し、「（１）物品の計画的・効率的な取得」、「（２）物品の適正

な管理」、「（３）物品の有効利用」、「（４）利用見込みのない物品の処分」の

具体的な取組を実施し、高額物品をはじめ、物品全般についての利活用を推

進してきました。 

  このうち、平成 25 年 6 月の悉皆調査で抽出した 61 件の高額遊休物品につ

いては、平成 25 年～27 年度を集中取組期間として物品利活用推進会議におい

て進捗管理を行い、全ての処理を完了しました。 

  また、高額遊休物品処理の集中取組期間の終了に合わせ、現状における高

額物品等の利用状況の確認を行うため、平成 27 年８月に、再度、悉皆調査を

実施したところ、本方針に沿って利活用が図られていることが確認できるも

のでした。 

 

２．今後の取組方向 

  本方針は、県有物品の利活用についての今後取り組むべき基本的な方針を

示すものであり、３年間の集中取組等により「高額遊休物品（61 件）の処理

（表１）」と「高額物品に係る県有物品の状況調査（表２）」（再度の悉皆調査

結果）、及び３年間の取組（※別紙１「みえ物品利活用方針に基づく３年間の

取組実績（平成２５～２７年度）」）のとおりの成果がありました。こうした

取組をさらに進めるため、今後も、本方針に基づき、物品の利活用を推進し

ていく必要があります。 

  引き続き、物品利活用推進会議において物品の適正な利活用についての進

捗管理を行うとともに、高額物品の利用状況に係る悉皆調査については、３

年ごとに実施し、状況に即して対応することとします。 

  なお、方針に基づく取組の進展に合わせ一部改定を行い、一層着実な物品

利活用の推進を図ります。 



 

 

３．今回の改正内容 

（１）悉皆調査については、これまで、当初方針の策定に合わせた平成 25 年 6

月と集中取組期間終了に合わせた平成 27 年 8 月の 2回実施しています。 

   今後も、物品の利活用状況について、遊休物品の現状確認を行うため、

定期的（３年毎）に悉皆調査を実施し、適切な運用管理を行います。 

（２）物品購入時の検討、機器の有効活用など物品の適正な利活用のために、

物品購入利活用書の作成や操作マニュアルの整備を進めてきましたが、今

後は、各所属の物品利活用の方策に役立てるため、これら庁内の利活用情

報の共有化を行うなど、本方針の取組を一層進展させます。 

（３）方針に基づく取組の成果を、毎年度の取組実績として公表します。 

（４）その他、取組の進展に合わせ、字句等の時点修正を行います。 

 

 

表１ 高額遊休物品（61件）の処理                 （件数） 

 利活用 売却 廃棄 計 進捗率 

平成 25 年度 － １０ １０ ２０ 32.8％ 

平成 26 年度 １ １ ２３ ２５ 73.8％ 

平成 27 年度 ２ ６ ８ １６ 100.0％ 

計 ３ １７ ４１ ６１  

 

 

表２ 高額物品に係る県有物品の現状調査（※注１）          （件数） 

 

 対象物品 遊休物品 

 対策を講じる必

要がある物品 

（※注２） 

高額物品 
１，０１４ 

（１,１１６） 

４ 

（６１） 

０ 

（６１） 

※注１ 平成 27 年 8月の調査結果件数 

（ ）は前回（平成 25 年 6月）調査結果件数 

調査対象は取得価格が 500 万円以上の物品 

※注２ 遊休物品 4件のうち、平成 27 年度に処理等が完了していないものが対象。 

 

   

  



○みえ物品利活用方針に基づく３年間の取組実績（平成２５～２７年度）

（１）物品の計画的・効率的な取得
項目 取組実績

物品利活用マッチングシステム
の活用

　所属間で物品を融通し合う物品利活用マッチングシステム（①譲ります・譲ってください　②三重県リサイクルセンター　③物品
の共同利用）について、仕組み・利用のルールづくりを行った。当該システムの活用により、物品の購入については必要最小限
のものとし、各所属で保有している物品の全庁的な有効利用を行った。
　
物品利活用マッチングシステムの仕組み・利用のルールづくり
・平成25年度
　　　　・H26.1.21　「みえ物品利活用方針」に基づく事務の取扱い　別添1　物品利活用マッチングシステムの運用方法により
                         ルール化した。

物品購入利活用書の作成

　高額物品を取得する際の検討資料や物品購入後の利用状況の確認資料とするため、各部局において予算要求に合わせて
物品購入利活用書を作成した。物品購入利活用書については、「みえ物品利活用方針」に沿った内容であるかの確認を行い、
作成した利活用書をもとに、下記「（２）物品の適正な管理」において購入後の物品が取得目的に適った利用がなされているか
を確認する。

・平成26年度　　　　平成27年度当初予算　　　　　　　　　　11所属（物品数　31件）
・平成27年度　　　　平成27年度6月補正予算　　　 　　　　　1所属（物品数 　4件）
　　　　　　　　         平成28年度当初予算　　　　　　　　　　14所属（物品数  39件）

                     　　物品購入利活用書提出実績　　　　　　26所属（物品数  74件）

（２）物品の適正な管理
項目 取組実績

備品利用記録簿、備品チェック
シートによる現状把握

　高額物品の利用状況を把握するため、所属における自己検査、出納局の事後検査等において、各所属が保有する高額物品
について作成した備品利用記録簿と備品チェックシートにより、物品購入利活用書記載の利用目的等を参考に利用状況の確
認を行い、一層の利活用推進につなげた。

別紙１ 



操作マニュアルの作成、操作
職員の養成

　特殊な機器等を保有する所属において、操作マニュアル等の作成及び操作職員の養成を行うことにより、機器の活用を推進
した。また、実際に取組を行っている所属の事例をまとめた事例集を全庁で共有し、一層の物品の有効活用に努めた。

操作マニュアルの作成、操作職員の養成にかかる事例共有に関する取組
・平成26年度
　　　　・Ｈ26.6.6　　操作マニュアルを活用した優良事業の取組事例集を作成し、各所属へ情報提供を行った。
　　　　・Ｈ26.9.19　優良事例について、写真や備品配置図等を用いて具体的に紹介することにより、各所属において更に活用
                         しやすいものとした。

（３）物品の有効活用
項目 取組実績

物品利活用マッチングシステム
の活用（再掲）

（１）の取組に同じ。

現状の遊休物品の利用向上

　
　平成25年6月の悉皆調査で抽出された遊休物品（みえ物品利活用方針別表の61件）について、遊休物品処理計画を作成し、
利活用又は処分に着手した。取組において用途の見直し等を行うことにより、物品の利活用（3件）がなされた。

・平成26年度　①水理実験装置を改良し、水力実験装置へ転用を行った。
・平成27年度　②ガスクロマトグラフの用途を見直し、新商品の香気成分の評価・分析への活用を図った。
　　　　　　　　   ③分離用超遠心機の用途を見直し、土壌劣化防止に関する研究において土壌腐植分析への活用を図った。



（４）利用見込みのない物品の処分
項目 取組実績

不用物品の処分（売却、廃棄）
の推進

　利用見込みのない物品を処分できず、長期間保有し続けるケースが見られたことから、円滑な処分を図るため「物品処分基
準」を作成し、遊休物品をはじめとする利用見込みのない物品の処分を促進した。

・平成25年度
　　　　・　Ｈ26.1.14  　「物品処分基準」の策定

現状の遊休物品の処分

　平成25年6月の悉皆調査で抽出した61件の遊休物品について処理計画を作成し、平成25～27年度を集中取組期間として、
物品利活用推進会議で進捗管理を行い、利活用→売払→廃棄の順で処理を進めた結果、平成27年度末までに全ての処理を
完了した。

・平成25年度　　　　　 　　　　20件　（内訳：　　　　　　　　売払10件、廃棄10件）　売払金額　174,714円
・平成26年度　　　　　　 　　　25件　（内訳：利活用1件、売払 1件、 廃棄23件）　売払金額      6,480円
・平成27年度　　　　　   　　　16件　（内訳：利活用2件、売払 6件、 廃棄 8件） 　売払金額　 389,502円
　
　3年間の処理件数合計  　 61件  （内訳：利活用3件、売払17件、廃棄41件）　売払金額 　 570,696円

処分の集約化

　各所属単位では数量が見込めず効果的な売却ができないパソコン等の小型家電を対象に全庁的に集約して売却を行った。
（出納局）

・平成25年度　　　　　対象：本庁所属の不用パソコン等（一部その他の物品を含む）
  　　　　　　　　　　　　　        H26.3.26　    423台　売却金額  89,874円
・平成26年度　　　　　対象：本庁及び各地域機関の不用パソコン等
  　　　　　　　　　　　　　        H26.7.22　 1,039台　売却金額 552,150円
・平成27年度　　　　　対象：本庁及び各地域機関の不用パソコン等（ディスプレイ、プリンター等を含む）
  　　　　　　　　　　　　　       H27.10.6　  1,259台　売却金額 199,142円

  3年間の集約処分実績　　　　売却台数合計　2,721台　　　売却金額合計　841,166円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※参考　　廃棄処分した場合の処分費  　　　4,870,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（パソコン1,542台×3,000円、ブラウン管ディスプレイ 61台×4,000円で試算）



インターネットオークションによ
る売却

　リサイクルセンターに保管されている使用見込のない物品のうち、売却可能と判断したもの、及び各所属から依頼のあった不
用物品についてインターネットオークションによる売却を実施した。（出納局）

・平成25年度　　　　　オークション3回実施（H25.10、H25.12、H26.3）
　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　4品売却　売却金額　合計69,300円
・平成26年度　　　　　オークション6回実施（H26.4、H26.5、H26.7、H26.9、H26.10、H27.1）
　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　8品売却　売却金額　合計 1,132,945 円
・平成27年度　　　　　オークション6回実施（H27.4、H27.5、H27.7、H27.9、H27.10、H28.1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3品売却　売却金額　合計32,120 円

　3年間のオークションによる売却実績　　　実施回数15回　15品売却　　売却合計 1,234,365円

（５）その他
項目 取組実績

物品利活用推進会議等の開催

　「みえ物品利活用方針」に基づく取組を推進するため、物品利活用推進会議、作業部会を開催した。

・平成25年度
　　　　　　・H26.1.14　物品利活用推進会議の設置、第1回推進会議の開催（遊休物品処理計画の決定）
　　　　　　・H26.3.20　作業部会の開催
・平成26年度
　　　　　　・H26.4.18、H26.9.18　推進会議の開催（計2回）
　　　　　　・H26.5.22、H26.8.26、H27.3.26　作業部会の開催（計3回）
・平成27年度
           　・H27.4.17、H27.12.16、H28.2.10　推進会議の開催（計3回）
             ・H27.5.21、H27.10.13、H28.2.8  　作業部会の開催（計3回）



会計事務説明会等での利活用
方針の周知

　「みえ物品利活用方針」に基づく具体的な取組の運用について、各所属に周知し、活用を促した。

(1)所属への文書通知
　  ・平成25年度
　　　　　　・H26.1.14　「みえ物品利活用方針」の策定について（通知）
　　　　　　・H26.1.14　「物品処分基準」の策定について（通知）
　　　　　　・H26.1.14　物品利活用推進会議の設置について（通知）
　　　　　　・H26.1.21　「みえ物品利活用方針」に基づく事務の取扱いについて（通知）
　　・平成26年度
　　　　　　・H26.6.6　　操作マニュアルを活用した取組事例について（通知）
　　　　　　・H26.9.19　「みえ物品利活用方針」に基づく物品購入利活用書の作成・提出について（通知）
　　　　　　・H26.9.19　操作マニュアルを活用した取組事例について（通知）
　　・平成27年度
　　　　　　・H27.9.9　「みえ物品利活用方針」に基づく物品購入利活用書の作成・提出について（依頼）
　
(2)出納かわら版による周知
 　・平成25年度
　　　　　　・H26.2.4　出納かわら版　2月号（「みえ物品利活用方針」の策定等について）
　　　　　　・H26.3.5　出納かわら版　3月臨時号（「譲ります・譲ってください」等について）
　 ・平成26年度
　　　　　　・H26.9.8　出納かわら版　9月号（「みえ物品利活用方針」に基づく具体的な取組について）
　 ・平成27年度
　　　　　　・H27.9.7　出納かわら版　9月号（「みえ物品利活用方針」に基づく具体的な取組について）

(3)会計事務説明会での説明
　 ・平成25年度
　　　　　　・H26.3.10、11、12、17　会計事務説明会
 　・平成26年度
　　　　　　・H26.4.14、15、16、17　会計事務説明会
 　・平成27年度
　　　　　　・H27.4.20、21、22、23   5.14、18、19　会計事務説明会
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平成２６年１月 策定 

平成２８年３月 一部改定 

三 重 県

注）下線は、一部改定部分です。 

  なお、字句等の時点修正は除きます。 
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みえ物品利活用方針 

  

１ 方針策定の目的 

 県が保有する物品は限られた経営資源を投入して得られた貴重な財産であ

り、常に良好な状態で管理し、取得目的を踏まえた効率的・効果的な活用を図

る必要があります。 

  物品の利活用は重要であり、高額物品をはじめとする物品全般について、

全庁的な取組として、計画的・効率的な物品の取得、適正な管理、有効活用

及び利用見込みのないものの処分等を進めるため、本方針を策定します。 

 

２ 県有物品の現状と今後の取組方向 

物品の管理については、三重県会計規則、三重県企業庁会計規程、三重県

病院事業庁会計規程において、物品を常に良好な状態においてこれを管理し、

目的に応じて最も効率的な運用を図らなければならないと規定しており、各

所属はこれらの規則・規程に基づき物品を保有・管理しています。 

こうした運用の中、平成 24 年度に実施された「高額物品の管理および活用

について」の行政監査において、改善または検討を要するものが見受けられ

る状況にあるとの意見が出されました。この主旨を受けて実施した悉皆調査

により高額遊休物品 61 件を抽出し、平成 25～27 年度を集中取組期間として

物品利活用推進会議において進捗管理を行い、すべての処理を完了しました。 

また、集中取組期間の最終年度にあたることから、現状における高額物品等

の利用状況の確認を行うため、平成 27 年 8 月に、再度、悉皆調査を実施した

ところ、本方針に沿って利活用が図られていることが確認できるものでした。 

本方針は、県有物品の利活用についての今後取り組むべき基本的な方針を示

すものです。3年間の集中取組等により一定の成果がありましたが、こうした

取組をさらに進めるため、今後も、本方針に基づき、高額物品をはじめとする

物品全般について、「（１）物品の計画的・効率的な取得」、「（２）物品の適正

な管理」、「（３）物品の有効活用」、「（４）利用見込みのない物品の処分」の取

組を実施し、物品の利活用を一層推進する必要があります。 

  引き続き、物品利活用推進会議において物品の適正な利活用についての進

捗管理を行うとともに、高額物品の利用状況に係る悉皆調査については、3年

ごとに実施し、状況に即して対応することとします。 

  なお、方針に基づく取組の進展に合わせ一部改定を行い、一層着実な物品

利活用の推進を図ります。 

 

（注） 

 ※１ 本方針で対象とする物品は基本的に備品としますが、不用物品を融通しあう等の仕組み

は消耗品でも実施します。 

 ※２ 本方針での用語の定義 

   (1)「高額物品」は、取得価格が 500 万円以上の物品とします。ただし、次のものは除き
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ます。 

    ・情報システム（ソフトウエアが主体となっているもの） 

・防災無線等、他団体（市町等）の施設と一体となって設置（固定）されているもの 等 

   (2)「遊休物品」は、遊休化（年間利用日数が 20 日未満のもので、かつ、利用目的や利用

期間の限定がないにもかかわらず自所属での利用向上や他所属との共同利用が行われ

ていない状態をいう）している物品とします。特に取得価格が 500 万円以上の遊休物

品を「高額遊休物品」といいます。 

 

３ 物品の利活用にかかる基本的な考え方 

  物品を効率的・効果的に活用していくため、下記に示す物品利活用の理念

に基づき、４つの基本取組を推進します。 

取組の推進にあたっては、ＰＤＣＡサイクルの視点（図１参照）を取り入

れ、特に高額物品については、計画～取得・利活用～評価～処分・次回取得

への反映といったサイクルの仕組み（図２参照）を運用し一層の利活用を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物品利活用の理念 

 (1) 必要性を十分検討し、最小限のものを取得する。 

 (2) 取得した物品は大切に使う。 

(3) 所属内での利用向上のほか所属間での融通など 

最大限に有効活用する。 

(4) 処分する場合はできる限り売却の方法を取り入 

れ、やむを得ず廃棄する場合は費用を最小限に 

抑える。 
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◇図１「ＰＤＣＡサイクルの視点」 

 １．Ｐｌａｎ
   　（計画）
�
・取得～利活用～
　更新（処分）まで
  のサイクルを考え
　る(計画作成)

　２．Ｄｏ
 　  （実行）

・計画に沿った取
　得、管理、利活
　用を行う

 ３．Ｃｈｅｃｋ
 　  （評価）

・適切な取得、管
　理、利活用が行
　われているか確
　認する

　物品全般でＰＤＣＡを意識

 ４．Ａｃｔ
  　（改善）

・処分や次期取得
　に反映させる
（計画の見直し）
   など

 

 

◇ 図２「高額物品におけるＰＤＣＡサイクルの仕組み」 

 

 

高額物品 取得 
の検討 
・必要性 
・コスト比較等 

物品取得 
（結果の記録） 

管理・利活用 

出納局検査 
等での確認 

・備品利用記録簿 

利用状況 の把握 
・自己検査時 
のチェック 

次期更新 
への反映 

処分 

Ｐ（計画） Ｄ（実行） Ｃ（評価） Ａ（改善） 

（指導等） 

物品購入利活用書を 
作成し、方針に沿っ 
たものであるかの確 
認 

利活用書の 
全庁的把握 

備品チェック 
シートによる 



4 

 

＜４つの基本取組＞ 

（１）物品の計画的・効率的な取得 

物品の取得にあたっては、必要性を十分に検討したうえで計画的・効率

的な取得に努めます。特に、高額物品の取得の際には購入に限らず、リー

スやレンタル、外部委託等との比較検討を行います。 

 

（２）物品の適正な管理 

会計規則等諸規定を遵守し、良好な状態に保って管理を行います。また、

高額物品については利用状況の把握など有効活用に向けた管理を行います。 

 

（３）物品の有効活用 

取得した物品は利用目的に沿って最大限の活用を図るとともに、利用頻

度の低い物品については、他の所属への貸出や保管転換などにより有効活

用を図るなど、長期間にわたる利用に努め、遊休物品等を削減します。 

 

（４）利用見込みのない物品の処分 

   最終的に物品を処分する場合には、できる限り売却の方法を取り入れ、

やむを得ず廃棄する場合でも費用が最小限になるよう努めます。また、売

却や廃棄等の処分を集約して行うことで事務処理や処分費用の軽減を図り

ます。 

 

４ 具体的な取組 

 

 

 

 物品の取得から活用、処分にあたっては、「物品利活用マッチングシステム」

を運用して行います。できる限り既存物品の有効活用を図ることで、新規購入

を抑制し、経費の削減につなげます。 

また、高額物品を購入する際には、取得の要否や方法、経費の比較など幅広

い視点から検討を行うため、物品購入利活用書を作成し、計画的・効率的な取

得に努めます。 

 

① 「物品利活用マッチングシステム」の活用（図３参照） 

 物品が必要となった場合、既に保有する物品の有効活用を前提とし、購入

する場合は必要最小限のものとします。 

 有効活用を行う仕組みとして、物品利活用マッチングシステムを運用しま

す。同システムで、所属間で物品を融通し合う庁内のグループウェアの掲示

板「譲ります・譲ってください」の取組やリユースできる物品を保管・小修

繕して他所属に融通するリサイクルセンターの取組、グループウェアの電子

ロッカー「共同利用」にかかる情報共有の取組を行うことによって、物品の

（１）物品の計画的・効率的な取得 
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有効活用を推進します。 

なお、所属間での物品の融通は、消耗品でも実施することとします。 

 

② 「物品購入利活用書」の作成 

高額物品を購入する際は物品購入利活用書を作成し、取得の際の検討資料

や物品購入後の利用状況の確認資料として利用します。 

物品購入利活用書においては、当該物品の目的・用途、利活用計画、リー

ス・レンタル・外部委託の比較検討結果などを整理します。 

また、各所属で作成した物品利活用書を集約し、高額物品の取得状況を共

有化することにより、他所属が行う高額物品の取得、利用計画に役立てます。 

 

 

 

 

 物品の適正な管理は有効に活用するために重要であり、会計規則等諸規定の

取扱いを遵守することはもちろん、高額物品については利用状況の把握などを

行い、適正な管理を行います。 

 また、近年、物品の損傷が多く発生していることから、各種研修やマニュア

ルの活用などにより適正な物品管理に対する意識の徹底を図り、亡失・損傷の

減少につなげます。 

 

① 高額物品における、「物品購入利活用書」・「備品利用記録簿」・「備品チ 

ェックシート」による現状把握 

高額物品については、各所属の自己検査において、備品購入利活用書や備

品利用記録簿、備品チェックシートにより、取得目的に適って利活用が図ら

れているかを把握します。また、出納局の事後検査では、物品の現状把握が

適正に行われているか確認していきます。 

これらの取組により、利用頻度が低いなど、課題を有する物品の洗い出し

を行い、各所属において高額物品の有効活用等のための方策につなげます。 

 

  ② 操作マニュアルの作成、操作職員の養成 

   特殊な機器等を保有する所属については、操作マニュアル等の作成及び

機器への備え付けを行うとともに、操作方法の訓練、ミーティングなどの

手法も用いながら、確実な引継を行うことにより操作職員の養成を行いま

す。 

   また、優良な事例等を取りまとめ、各所属がマニュアルの作成・操作職

員の養成を行う際の参考となるよう、情報共有を図ります。 

  

③ 物品管理事務の手引き」の活用 

   本方針の策定に合わせて、会計事務職員向けに具体的な事務手続き等を

まとめた物品管理事務の手引きの改訂を行いました。出納局ポータルサイ

（２）物品の適正な管理 
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トへの掲載や、出納局主催の各種研修での活用により、関係職員へ周知を

行い、適正な物品管理に対する意識の徹底を図ります。 

 

 

 

 

取得した物品は、利用目的に沿って最も効率的な活用を図るとともに、幅広

い観点からの活用にも努めます。 

また、利用目的の終了などにより利用頻度が低くなっている物品については、

物品利活用マッチングシステムを活用して他の所属への保管転換等を行うほか、

他の用途に転用を図るなど長期間にわたって利活用していきます。 

各所属で現に利用している物品についても他の所属と共同利用できる仕組み

を作るなど、一層の活用を図ります。 

 

① 「物品利活用マッチングシステム」の活用（再掲） 

    

② 物品の利用向上 

物品の利用頻度が低いと判断したものについては、他用途での利用など有

効活用等の方策を立て、一層の利活用を図ります。とりわけ高額物品につい

ては、物品購入利活用書や備品利用記録簿、備品チェックシートによる現状

把握を行い、利用向上を積極的に進めます。 

 

③ 悉皆調査の実施 

高額遊休物品の現状確認を行うため、高額物品の利用状況に係る悉皆調査

を 3年毎に実施し、さらなる利用向上に努めます。 

 

④ 財務会計システムによる照会機能の拡充 

 新規購入の抑制や既存物品を有効に活用することを目的に、出納局にお

いて物品名から全庁的に保有所属の照会を行えるよう財務会計システムの

機能改善を行いました。そのことにより、一時的に必要となる物品を他所

属が保有していないか出納局に照会することによって、該当する物品の一

時的な利用を図ります。 

 

 

 

 利用見込のない物品については、保有しているだけでメンテナンス費用や保

管場所の占有など様々なコストが必要となるため、長期間保有し続けることな

く、適時・適切に処分を進めます。 

 処分を効率的に進めるため、「物品処分基準」に基づく処分の実施や処分の集

（３）物品の有効活用 

 

 

（４）利用見込みのない物品の処分 
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約化などに取り組むとともに、売却にあたってはインターネットオークション

の手法も活用して効果的に売却を行います。 

 

① 「物品処分基準」に基づく処分（売却、廃棄）の推進 

   各所属では、遊休物品をはじめとする利用見込みのない物品については、

「物品処分基準」に基づき適切に処分を行います。 

   なお、不用物品の処分にあたっては、出来る限り売却に努めるものとし、

売却ができない物品については費用を最小限に抑えて廃棄を行います。 

 

② 売却、廃棄の処分の集約化（図４参照） 

   各所属単位では数量が見込めず効果的な売却ができないものについては、

特定の物品を対象に全庁的に集約して出納局で売却を行います。また、売

却できなかった集約物品については引き続き廃棄処分を行い、処分経費の

削減に努めます。 

 

  ③ インターネットオークションによる売却の実施（図５参照） 

従来の電子調達システムによる売却の他、県有財産（土地・建物）におい

て実施しているインターネットオークションを物品の売却についても実施

することで、積極的な売却を行い処分の推進を図ります。 

 

④ 悉皆調査の実施（再掲） 

高額遊休物品の現状確認を行うため、高額物品の利用状況に係る悉皆調査

を 3年毎に実施し、高額遊休物品の適切な処分等を行います。 

 

５ 方針の対象 

  本方針の対象は、三重県会計規則、三重県企業庁会計規程及び三重県病院

事業庁会計規程の適用所属とします。 

 

６ 推進体制 

本方針に基づく取組を推進するため、各部局の経理担当課長等を構成員と

する「物品利活用推進会議」で、物品の適正な管理についての進捗管理及び

「みえ物品利活用方針」の見直し等を行います。 

  

７ 取組実績の公表 

  毎年度、みえ物品利活用方針に基づく取組実績を公表します。 

 

 

  平成 26 年 1 月 14 日 策定 

  平成 28 年 3 月  日 一部改定 
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◇図３「物品利活用マッチングシステム」イメージ 

グループウエア掲示板
『譲ります・譲ってください』

掲示板を利用して、不用物品を融
通する。

グループウェア電子ロッカー
『共同利用』

電子ロッカーを利用して、共同利
用物品の情報共有を行い、有効
活用する。

回収

保管転換等

検索

登録・検索 登録・検索

照会

貸出

登録

『リサイクルセンター』

リユースできる物品を保管・小修繕
して他所属に融通する。

物
品
が
必
要
と
な
っ
た
所
属

物
品
が
不
用
と
な
っ
た
所
属

保管転換等保管転換等

物
品
が
必
要
と
な
っ
た
所
属

物
品
貸
出
所
属

①物品融通

③共同利用

②再利用
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図４「処分の集約化」のフロー 

集約化処分対象物品の搬出（保管転換）

各所属

集約化処分対象物品（不用物品）の保管

売却

廃棄

集約化処分対象物品の例
・小型家電 など

集約化処分対象物品の保管
（売却実施所属の指定場所）

出納局他

（売却ができない場合）
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図５「インターネットオークション」のフロー 

電子調達システムによる売却

各所属

物品の不用決定

売却
（代金の受領・
物品の引渡など）

廃棄

出納局への売却手続き依頼

インターネットによる売却手続き

出納局

売却

各所属

落札者決定

（落札されなかったとき）

※インターネットオークションによる

売却の対象については出納局と

協議するものとする。

各所属で不用

となった物品

リサイクルセンター
保管物品

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


